
第5回今を を調べて将来 開く
　東日本大震災、熊本地震、北海道地震、各地の豪雨などによる紛争を解決するために、各県の弁護士会が建築士
の協力も得ながら災害ADRを実践しています。その中には、住宅のリフォーム工事や賃貸住宅などの消費者紛争
もあります。
　消費者が消費生活相談機関に相談し、災害ADRの利用に進むことも少なくありません。そのためには、弁護士会
と消費生活相談機関の連携が重要となります。効果的な連携を実現するために、弁護士会主催のシンポジウム等へ
消費生活相談機関の職員や相談員が参加することや、相談員の研修に、弁護士や建築士が事例紹介を行う等、相互
理解を進めています。さらに、話し合いの場として行政機関の部屋を無償で利用するケースもあります。
　2019年9月に開催された全国弁護士会ADRセンター連絡協議会では、ADRの成果として、看取り、当事者が協
働して解決内容を探る、合意文書に謝罪の言葉が入る、話し合いの時に出てきた新たな事実が解決に結びつくポイ
ントとなること等が挙げられていました。これらに加えて、消費生活相談機関との連携では、ADR手続開始後にも
消費生活相談員が相談者の話を聴き、問題の理解や相談者の心の安定などを促進し、消費者をエンパワーすること
もできます。多くの消費者ADRと消費者をつなげ、それぞれの機関の強みを活かしながら紛争解決を支援する効
果は大きく、消費者ADRが広がりを見せる中、コーディネーターとしての専門性もまた、NACS会員に期待される
ところであると考えます。

NACS消費生活研究所  宮園 由紀代ADR（裁判外紛争解決手続）の広がりへの展望

気候変動による災害が多発。10月に発生した台風19号の死者・行方不明者が100名以上にのぼり、政
府は20号・21号を含めて激甚災害に指定しました。一方で義援金詐欺や屋根の修繕をめぐる悪質商法
が横行し、被害者にさらなる被害を生じさせる事態も発生しました。

10月より消費税率が10％に。影響緩和策として導入された軽減税率やキャッシュレスによるポイント
還元制度が分かりにくいと、消費者からは不満の声も聞かれました。またスマホ決済業者が次々と登場
し、消費者のキャッシュレスへの関心も高まりました。

大量のプラスチックゴミが海に流れ込み、海洋生物の生命を脅かしています。SDGsへの関心の高まり
と相まって、使い捨てのパッケージやストロー、レジ袋などの廃止、包装資材を紙に変更するなどの取
組が広がっています。

2019年10月に施行。家庭から出る食品ロスとともに、事業系のロスが多いことがクローズアップされ
ました。1/3ルールや欠品ペナルティー等の課題に対しては、「納品期限の緩和」「賞味期限の年月表示化」
「賞味期限の延長」などを推進し改善が図られます。

消費者の恋愛感情を悪用した行為等の契約の取消しや、事業者が自社に有利な責任を決めた規定等の解
除条項の無効など、民事ルールが追加された「改正消費者契約法」が、6月15日に施行されました。これ
によって、消費者トラブルの解決だけでなく未然防止にもつながることが期待されます。

ノルマ達成のための不適切な販売が横行していた実態が発覚し、社会問題となりました。地域密着で高齢
者の見方と思われている郵便局員が販売を行っていただけに、裏切られた気持ちの消費者も多く、フィ
デューシャリーデューティの徹底が望まれます。

遺伝子の一部を切断することで品種改良された食品について、10月から流通・販売の届出制度が始まり
ました。この制度は任意で、遺伝子組換え食品のような表示義務や安全性審査もないため、懸念の声も
あり、消費者庁や厚労省での議論も続きそうです。

平均寿命の延びによって現実味を帯びてきた「人生100年時代」のワードが至るところで聞かれ、100歳
まで生きることを前提とした資産形成の必要性も多く論じられました。人生100年時代を見据えた経済・
社会システムの実現が求められています。

GAFAに代表されるデジタルプラットフォーマーが提供するサービスを、世界中のユーザーが利用。ユー
ザーはサービスを享受する一方で個人のデータをプラットフォーマーに提供しており、これらの企業が
個人情報を独占していることへの警戒感が世界各国で強まりました。

製品やサービスを定額料金を支払うことで利用できるビジネススタイル。ソフトウエア、音楽・動画や
ゲーム配信、車や住宅にまで広まっています。導入コストが低い、管理の手間がないなどのメリットが
ある一方で、ついついいろいろ契約してしまう消費者も。

2009年9月の消費者庁発足から10年。消費者行政の一元化、地方消費者行政の充実と消費生活相談体
制の整備、府省庁横断的な消費者行政の一体的推進、消費者市民社会の実現に向けた取組みなど、多く
の成果が挙がりました。
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消費者庁10周年を迎える

　長野県には、4カ所に、県の消費生活センターがあります。
私は、長野県職員として37年間勤務し、東信のセンター主任
として在任中に、消費生活アドバイザー 5期の資格を取得し
ました。当時は「相談者の身になって、とにかく相手の話を聞
くことが大切」と感じていました。約20年後には、同センター
所長も務めました。この時は、長野県の「相談員の時給アップ」
等にも尽力したつもりです。
　現在は、適格消費者団体を目ざす「ながネット」の理事とし

て相談員や弁護士等の勉強会に参加
し、ＮＡＣＳ長野分科会の役員とし
て長野県消費生活審議会を傍聴する
など、最新の情報入手に努め、消費
者白書等も読み、個人として各パブ
リックコメント等にも投稿していま
す。相談員の待遇改善のためにも、
その原資となる国や地方公共団体の

関係予算の確保が望まれます。
　また、消費生活アドバイザー、長野
県金融広報アドバイザー、長野県消費
生活サポーターとして、小学生から大
学生、専門学校生等対象の青少年向け
講座、県や市など主催の消費生活関係
講座の講師も務めています。
　センター勤務通算６年の経験や、国センの資料、新聞記事
等も活用し「世の中には、ダマされる方が悪いと考えている人
もいる。すぐ１８８番に相談を」と説明しています。
　お互いに助け合って、
安全で安心して生活でき
る地域社会を築いていく
ため、少しでもお役に立
てればと思い活動を続け
ています。

～消費生活相談・活動の現場より～～消費生活相談・活動の現場より～北から南から 土屋 公男（長野県）

2019年NACSが選ぶ消費者関連　　　　　　　　　　　解説10大トピックス10大トピックス

松本大学で講義する筆者

昨年に引続き「NACSが選ぶ2019年10大ニュース」を発表いたします。事前に実施したアンケートに基づき、以下の消費生活
に係る10大ニュースを選びました。皆さまご自身の考える10大ニュースと、比較してみてはいかがでしょう。
（各トピックスに付されている番号は順位を示すものではありません）

消費生活をめぐる2019年を、おふたりに振り返っていただきました。
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　昨年は元号が平成から令和に変わり、消
費税の税率が8％から10％にアップしまし
た。日韓関係は冷え込み、台風や豪雨によ
る被害は甚大化しています。ラグビーの戦
いにはあつくなった年でした！
　消費者庁・消費者委員会は創立10年を迎
えましたが、消費生活センター等に寄せら
れる相談やトラブルは年間100万件を11年ぶりに超えていま
す。高齢者に多いトラブルのひとつに預託商法があります。
ジャパンライフが典型的です。8月、消費者委員会は預託商
法について法制度の検討を求める建議を消費者庁に提出しま
した。
　食の安全ではゲノム編集された食品表示の話が後まわしに
なっています。8月、国民生活センターでは錠剤・カプセル
状の健康食品の品質に関する実態調査を公表しています。製
品安全の分野では、子どもの事故が昨年も相次ぎました。い
ずれも再発を防ぐ取り組みにすぐにつないでいく必要があり
ます。
　情報・通信分野ではさまざまな動きがありました。AIの進
展、進むキャッシュレス化、サブスプリクションやフリマ取
引、集積する個人情報の扱いなど。広告、契約、決済、個人情
報の扱いなど早急にルール作りが求められます。
　SDGsの取組は定着しました。食品ロス削減法の成立、コ
ンビニ24時間営業の見直しなどがはじまっています。しかし、
昨年、最も大きな注目を集めたのは海洋プラスチックの問題
です。温暖化対策も待ったなしです。私たちの消費生活が問
われています。
　社会や環境が大きく変容していくなか、足元の地方消費者
行政が心配、さらに消費者教育の定着が課題です。今年はオ
リンピックの年、社会の活力に期待します。

元内閣府消費者委員会事務局長　原　早苗

消費者を取巻く時代の転換期

　2019年のG20大阪サミットにおいて、世界
共通のビジョンとして、2050年までに海洋プ
ラスチックごみによる追加的な汚染をゼロに
まで削減することを目指す「大阪ブルー・オー
シャン・ビジョン」が共有されました。SDGs
の目標でもある「海洋プラスチック」の削減が、｠
喫緊の環境問題となっています。
　プラスチックごみ削減に向け、環境省と経済産業省は合同審議
会において、2020年7月からのレジ袋有料化を決定しましたが、
レジ袋がプラスチックごみに占める割合は2％に過ぎません。ま
た①バイオマスの配合率が一定以上のもの②厚さがあり繰り返し
使えるもの③海洋生分解性のもの、を例外と認めたため、効果に
ついて疑問の声も上がっています。
　日本は、容器包装リサイクル法でごみの減量化を図ってきまし
たが、中国など東南アジアに廃プラスチックを輸出する方法で国
内での廃プラスチック処理量を抑制してきました。これが国内で
のプラスチックの循環を停滞させることになっていましたが、
2017年に中国が日本からの輸入を禁止したことで、処理施設で
の処理能力のひっ迫が続いています。このような状況の中、レジ
袋の有料化だけでは政策が十分でないことは明らかです。
　一方、中国ではいち早く国内改革を進めており、上海市ではゴ
ミの分別回収を義務付ける条例も施行され、違反すると約3000
円の罰金が課せられるようです。
　日本には、中国のような罰金制度は馴染まないと思われ、販売
時に預り金として容器代を上乗せし、容器返却時に返金してもら
うデポジット制度のほうが受け入れやすいと考えます。また、消
費者が安易にレジ袋を購入しないようレジ袋の価格を引き上げ
る、引き上げた価格から原価を引いた残金を海岸での清掃活動や
海洋に流れ出たプラスチックの回収活動の資金に回すことも提案
したいところです。
　必要のないレジ袋は「いらない」とはっきり断ると同時に、企業
が積極的にプラスチック削減対策を行えるように応援することも
消費者の重要な役割です。

代表理事副会長（内閣府消費者委員会委員） 大石美奈子

海洋プラスチック問題




